
 平成23年度当初予算　予算要求シート

-

今年度要求のポイント

スケジュール（経過及び今後展開）

民間事業者省エネ設備等導入支援事業補助制度を継続実施する。
【民間事業者省エネ設備等導入支援事業補助金の概要】
　①補助対象者
　製造業を営む中小事業者であって、省エネ設備、太陽光発電設備を導入しよ
うとするもの
　②補助内容
　省エネ設備、太陽光発電設備を設置する際の設計費、設備費、工事費
（１）高効率ボイラ、高効率空調機器、ＬＥＤ照明等の省エネ設備の設置
　　（補助対象経費が500万円を超えるものに限る）
　　　補助対象経費の1/2以内を補助　補助上限15,000千円
（２）太陽光発電設備の設置
　　（発電規模が10kWを超えるものに限る）
　　　補助対象経費の1/6以内を補助　補助上限50,000千円
　③事業対象期間　平成22年度から平成24年度

H22.6月～
補助金要綱を制定し、申請受付開始

事業の継続実施

【経過（～22年度】 【23年度】

事業の継続実施
H24年度末　事業終了

項目

省エネ設備　@30,000千円×1/2×4件＝60,000千円

省エネ設備　@20,000千円×1/2×4件＝40,000千円

【今後（～24年度】

その他　特記事項

事業期間

主な要求内容 （単位：千円）

内容・積算等

100

H22年度交付決定申請支払 50,000千円

310,000

新エネ設備　@300,000千円×1/6×1件＝50,000千円

新エネ設備　@150,000千円×1/6×3件＝75,000千円

事務経費等

285,000 310,100合計

その他

15 039

省エネ設備　@10,000千円×1/2×7件＝35,000千円
285,000

民間事業者省エネ設備等導入
支援事業補助金

環境局

　本市のＣＯ２の削減を加速度的に推進するには、製造業を営む中小企業者の
製造工程における省エネ設備の導入や相当規模の自然エネルギーの利活用など
の取組みが必要不可欠であることから、中小企業者の省エネ設備への更新、新
エネ設備の設置を誘導することにより中小企業の競争力強化を図るとともに、
市内の低炭素化に寄与することを目的とする。

平成23年度要求額

(単位　千円)

事 業 名 環境と産業の共生支援事業

事 業 費

　H22～　H24　

310,100

平成21年度決算額

285,000

整理番号

事業内容

関連事業

まちなかソーラー発電所推進事業

事業目的

22年度予算 23年度要求額

全体事業費

現状の傾向としては、省エネ設備補助の利用が好調である。それを踏まえ、９月
末までの実績に基づいた見込みでの要求額とした。

産業振興局・ものづくり支援課局・課名／　　

平成22年度予算額


